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政
府
は
、
本
年
11
月
９
日
、
環
太
平
洋
戦
略
的
経
済

連
携
協
定（
Ｔ
Ｐ
Ｐ
）に
つ
い
て
、「
関
係
国
と
の
協
議

を
開
始
す
る
」旨
の「
包
括
的
経
済
連
携
に
関
す
る
基

本
方
針
」を
閣
議
決
定
し
、
来
年
６
月
頃
ま
で
に
参
加

の
是
非
を
決
め
る
こ
と
と
し
た
。
併
せ
て
農
業
改
革
の

基
本
方
針
を
定
め
、
食
料
自
給
率
向
上
や
農
業
・
農
村

の
振
興
と
Ｔ
Ｐ
Ｐ
の
両
立
を
図
ろ
う
と
し
て
い
る
。
ま

た
、
既
に
政
府
は
、
食
料
自
給
率
を
10
年
後
に
50
％
に

引
き
上
げ
る
こ
と
も
閣
議
決
定
し
て
い
る
。

一
方
、
国
に
お
い
て
は
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
参
加
に
関
す
る
影
響

を
、
食
料
自
給
率
40
％
が
10
％
台
へ
大
幅
に
低
下
す
る

こ
と
、
農
業
生
産
額
が
４
兆
円
を
超
え
大
き
く
減
少
す

る
こ
と
、
さ
ら
に
は
３
０
０
万
人
を
超
え
る
雇
用
が
減

少
す
る
と
試
算
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
農
業
を
基
幹
産
業
と
す
る
滝
沢
村
が
所
在

す
る
岩
手
県
に
お
い
て
も
、
農
林
水
産
物
生
産
額
が

１
６
０
０
億
円
余
の
減
少
と
試
算
さ
れ
る
な
ど
、
地
域

経
済
・
地
域
社
会
に
計
り
知
れ
な
い
大
き
な
影
響
が
懸

念
さ
れ
て
い
る
。

　

現
在
の
日
本
は
、
既
に
世
界
最
大
の
食
料
純
輸
入
国

で
あ
り
、
農
産
物
貿
易
は
十
分
開
か
れ
て
い
る
状
況
の

中
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
参
加
に
よ
る
完
全
な
貿
易
自
由
化
は
、
農

林
水
産
業
の
み
な
ら
ず
、
我
が
国
の
将
来
に
極
め
て
深

刻
な
、壊
滅
的
な
打
撃
を
受
け
る
こ
と
は
必
至
で
あ
る
。

国
に
お
い
て
は
、
近
年
の
温
暖
化
な
ど
地
球
環
境
悪
化

へ
の
対
応
、
そ
し
て
農
林
水
産
業
の
国
内
再
生
対
策
が

最
優
先
課
題
で
あ
り
、「
農
業
を
守
る
」こ
と
が「
国
民

を
守
る
」と
い
う
国
益
と
の
判
断
に
立
っ
て
、下
記
事
項

を
実
現
す
る
よ
う
強
く
要
望
す
る
。

　
　
　
　
　
　

記

　

政
府
が
す
す
め
よ
う
と
し
て
い
る
環
太
平
洋
戦
略
的

経
済
連
携
協
定（
Ｔ
Ｐ
Ｐ
）交
渉
に
は
参
加
し
な
い
こ

と
。

　

以
上
、
地
方
自
治
法
第
99
条
の
規
定
に
よ
り
意
見
書

を
提
出
す
る
。　

　

平
成
22
年
12
月
17
日　

岩
手
県
滝
沢
村
議
会

■
提
出
先

　

衆
議
院
議
長　

参
議
院
議
長　

内
閣
総
理
大
臣  　

　

農
林
水
産
大
臣

　

子
ど
も
た
ち
に
豊
か
な
教
育
を
保
障
す
る
こ
と
は
、
社
会

の
基
盤
づ
く
り
に
と
っ
て
極
め
て
重
要
な
こ
と
か
ら
、「
教
育

は
未
来
へ
の
先
行
投
資
」で
あ
る
こ
と
が
多
く
の
国
民
の
共

通
認
識
と
な
っ
て
い
ま
す
。

  

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
諸
国
並
み
の
教
育
環
境
を
整
備
す
る
た
め
に
、

標
準
定
数
法
を
改
正
し
、国
の
財
政
負
担
と
責
任
で
学
級
編

制
を
30
人
以
下
と
す
べ
き
で
す
。

  

教
育
予
算
に
つ
い
て
、Ｇ
Ｄ
Ｐ
に
占
め
る
教
育
費
の
割
合

は
、Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
諸
国
の
中
で
日
本
は
ト
ル
コ
に
つ
い
で
下
位

か
ら
２
番
目
と
な
っ
て
い
ま
す
。（
Ｇ
Ｄ
Ｐ
に
占
め
る
教
育
費

の
割
合
：
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
平
均
４
．９
％
、日
本
３
．３
％ 

Ｏ
Ｅ
Ｃ

Ｄ
イ
ン
デ
ィ
ケ
ー
タ
ー
09
年
版
）ま
た
、三
位
一
体
改
革
に
よ

り
、
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制
度
の
国
負
担
割
合
は
２
分
の

１
か
ら
３
分
の
１
に
引
き
下
げ
ら
れ
、
自
治
体
財
政
を
圧
迫

し
て
い
ま
す
。

  

将
来
を
担
う
子
ど
も
た
ち
へ
の
教
育
は
極
め
て
重
要
で
す
。

子
ど
も
た
ち
が
全
国
ど
こ
に
住
ん
で
い
て
も
教
育
の
機
会
均

等
が
担
保
さ
れ
、
教
育
水
準
が
維
持
向
上
さ
れ
る
よ
う
に
施

策
を
講
じ
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

  

こ
の
よ
う
な
理
由
か
ら
、
下
記
事
項
を
実
現
す
る
よ
う
強

く
要
望
し
ま
す
。

　
　
　
　
　
　
　

記

１　

昨
年
行
わ
れ
た
総
選
挙
の
際
の
各
党
の
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト

や
政
策
集
に
位
置
づ
け
て
い
る
、
少
人
数
学
級
を
推
進
す

る
こ
と
。
具
体
的
学
級
規
模
は
、Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
諸
国
並
み
の

ゆ
た
か
な
教
育
環
境
を
整
備
す
る
た
め
、
30
人
以
下
学
級

と
す
る
こ
と
。

２　

教
育
職
員
の
人
材
を
確
保
す
る
た
め
の
給
与
改
善
を
行

う
こ
と
。
当
面
、
定
数
改
善
や
超
勤
縮
減
策
を
行
っ
た
と

し
て
も
残
る
超
勤
分
に
見
合
う
給
与
措
置
を
行
う
こ
と
。

３  

教
育
の
機
会
均
等
と
水
準
の
維
持
向
上
を
は
か
る
た

め
、
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制
度
の
堅
持
と
と
も
に
国
負

担
割
合
を
２
分
の
１
に
復
元
す
る
こ
と
。

　

以
上
、地
方
自
治
法
第
99
条
の
規
定
に
よ
り
意
見
書
を
提

出
す
る
。　

　

平
成
22
年
12
月
17
日　

岩
手
県
滝
沢
村
議
会

■
提
出
先

　

衆
議
院
議
長　

参
議
院
議
長　

内
閣
総
理
大
臣　

　

内
閣
官
房
長
官  

文
部
科
学
大
臣

環
太
平
洋
戦
略
的
経
済
連
携
協
定

（
Ｔ
Ｐ
Ｐ
）交
渉
に
関
す
る
意
見
書（
抜
粋
）

30
人
以
下
学
級
実
現
、教
員
賃
金
改
善
、

義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制
度
拡
充
を

求
め
る
意
見
書（
抜
粋
）

意見書を国に提出

１１月１８日臨時会が開かれ、村長提案の財産取得案件が提出され可決されました。

１１月29日臨時会が開かれ、議員提出議案、村長提出案の条例の一部改正が提出され可決されました。

【村長提出議案】

【村長提出議案】

【議員提出議案】

議案等番号 議　　案　　名　　等

議案第 1 号

財産の取得に関し議決を求めることについて
・地域産業の開発力や競争力を支えるＩＴ関連産業の集積拠点をめざした（仮称）滝沢村ＩＰＵイノベーショ

ンパーク整備用地取得について、下記の内容で契約することに関し、議決を求めようとする議案
・土地の面積        ２８，３３０．２２㎡
・契約金額　　　６，５１５万９，５０６円
・契約の相手方　岩手県  岩手県知事  達増  拓也

議案等番号 議　　案　　名　　等

議案第 1 号

滝沢村一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正することについて
・国の例に準じて、給料表の改正、期末手当、勤勉手当の支給割合の改正及び住居手当を改正することに伴い、

滝沢村一般職の職員の給与に関する条例を改正しようとする議案
・改正内容といたしましては、給与につきましては、概ね４０歳以上の職員の給料表の改正により給与を０．１７％

引き下げ、さらに５６歳以上の行政職１表の６級以上の職員の給与を当分の間１．５％引き下げを行う。
 　また、本年１２月期末手当の支給割合を「１００分の１５０」→「１００分の１３５」、同じく勤勉手当の支給割合
「１００分の７０」→「１００分の６５」とする。
 　また、２３年６月期末手当を「１００分の１２５」→「１００分の１２２.５」、勤勉手当の支給割合を「１００分の
７０」→「１００分の６７．５」とするものでございます。

　 また、２３年１２月期末手当を「１００分の１３５」→「１００分の１３７．５」、同じく勤勉手当の支給割合を
「１００分の６５」→「１００分の６７．５」とする。
　 なお、この条例は、２２年１２月１日から施行する。ただし、２３年度の期末・勤勉手当につきましては、２３年
４月１日から施行する。

議案第 2 号

滝沢村常勤特別職の職員の給与に関する条例及び滝沢村教育委員会教育長の給与、勤務時間等に関する条例の
一部を改正することについて
・国の例に準じて、期末手当の支給割合を改正することに伴い、滝沢村常勤特別職の職員の給与に関する条例

及び滝沢村教育委員会教育長の給与、勤務時間等に関する条例の一部を改正しようとする議案 
 ・改正内容といたしましては、本年１２月期末手当の支給割合を「１００分の１６５」→「１００分の１５０」

とする。
　　また、２３年６月期末手当を「１００分の１４５」→「１００分の１４２.５」と、１２月は、「１００分の

１５０」→「１００分の１５２．５」とする。
　　なお、この条例は、本年１２月期末手当は、２２年１２月１日から、２３年度については、２３年４月１日

から施行する。

１１月１８日臨時会議員出欠表 欠席者　佐々木　剛

１１月２９日臨時会議員出欠表 欠席者なし

議案等番号 議　　案　　名　　等

発議第１号

滝沢村議会の議員の議員報酬、費用弁償等に関する条例の一部を改正することについて
・国の例に準じて、期末手当の支給割合を改正することに伴い、滝沢村議会の議員の議員報酬、費用弁償等に関

する条例の一部を改正しようとする議案
・改正内容といたしましては、本年１２月期末手当の支給割合を「１００分の１６５」→「１００分の１５０」と

する。
　　また、２３年６月期末手当を「１００分の１４５」→「１００分の１４２.５」と、１２月は、「１００分の

１６５」→「１００分の１５２．５」とする。
　　なお、この条例は、本年１２月期末手当は、２２年１２月１日から、２３年度については、２３年４月１日

から施行する。

［原案可決］

［原案可決］

［いずれも原案可決］

臨時会議案等審議結果（議決）一覧
臨時会

人　

事

選
挙

○人権擁護委員候補者

○雫石・滝沢環境組合議会議員（ごみを共同で処理するために10月1日付で設置した環境組合の議会の議員）

○滝沢村教育委員会委員

○滝沢村固定資産評価審査委員会委員

○滝沢村監査委員

熊
く ま が い

谷 　 春
は る よ

代（68歳）再任

●高 橋 　 　 寿 　 　 　 ●黒 沢 　 明 夫 　 　 　 ●山 本 　 　 博

内
う ち む ら

村 　 宣
の ぶ お

夫（71歳）再任

菊
き く ち

池 　 直
な お こ

子（55歳）再任

芳
は が

賀 　 與
よ い ち

一（70歳）再任

神
か ん だ

田 　 　 隆
たかし

（74歳）再任

諮問第１号

同意第２号

同意第3号

同意第1号

同意第４号
同
　意

同
　意

同
　意

同
　意

意見
 適任

▲滝沢村ＩＰＵイノベーションセンターから
（仮称）滝沢村ＩＰＵイノベーションパー
ク整備用地を望む


